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１．研究計画の概要 
 近年の林業衰退に伴う森林管理の低下に加
え，気温上昇や降水パターンの変化により，
森林流域での物質収支が大きく変わってきて
いる．とくに，放置人工林では，雪害や風倒
木などの被害だけでなく，降雨流出応答の短
期化による洪水危険度の増大や濁水流出の長
期化による生物生息環境の悪化など，数々の
重大な問題が顕在化してきている．本研究の
全体構想では，森林を木材生産の場とする経
済林と公益性を重視したいわゆる環境林とに
明確に分けて捉えるのではなく，全ての森林
に対して，客観的かつ定量的な公益性評価に
基づく経済価値を与え，この対価として公共
資本を投下するしくみを創りあげることを最
終目標としている．このため，本研究では，
木曽川水系長良川上流の針葉樹を主とする人
工林について，間伐などの森林管理が行き届
いた森林流域と全く管理されず放置された森
林流域を研究対象とすることにより，次の 4 
項目の達成を目指した研究を進める． 
(1)森林内物質収支に及ぼす森林管理状態の
影響評価 
(2)森林内物質収支に及ぼす気温上昇および
降水パターン変化の影響評価  
(3)森林内物質収支変化による流域環境変化
応答のモデル化 
(4)流域環境変化に対する森林管理の経済効
果評価 
 
２．研究の進捗状況 
 本研究の最大のポイントは，樹種，林齢，
標高，斜面方位，地質，林分面積などの条件

が一致し，間伐がしてある（間伐実施済林）
か放置されている（間伐未実施林）かのみに
違いが存在する２つの林分を対象として現
地実験を行い，間伐を主とする森林管理の有
効性を現地観測から明らかにするとともに，
ここで得られた結果を経済評価につなげる
ところにある．研究計画時に想定していた現
地観測対象林分に問題が発生したため，新た
な観測地を選定するところから研究をスタ
ートさせたが，幸い，岐阜県郡上市大和町（長
良川支川栗巣川上流の市有林）に条件の揃っ
た林分を見つけ，２カ年にわたる現地観測を
継続的に実施している．また，岐阜県内の長
良川流域を対象とした経済評価モデルの構
築も並行して進めている状況である． 
 
３．現在までの達成度 
 ②おおむね順調に進展している． 
(理由) 
 上記研究項目(1)については，現地観測に
より，間伐実施済林では，間伐未実施林に比
べ，無降水時における土壌水分の低下が抑制
されたり，土壌微生物生息数が３倍程度大き
いことなどが明らかになってきており，CO2
収支の比較と併せて，両林分の定性的・定量
的な違いがわかってきた．また，(2)および
(3)では，過去 26 年間の水文・気象データの
統計解析および数値モデル解析から，気温上
昇と降水パターンの時系列特性が森林土壌
水分状態に影響を与え，その結果として，降
雨流出応答や濁質流出に変化をもたらして
いることは確認できたが，明確なメカニズム
を検証するには至っていない．さらに，(3)
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については，森林管理による経済影響評価モ
デルを構築することにより，現況の間伐や木
材利用が地域経済に及ぼしている影響を評
価できるようになった． 
 
４．今後の研究の推進方策 
 上述のように，(2)および(3)の研究項目に
おいて，未解明となっている項目が残されて
いるため，(1)での知見に基づき，土壌水分
状態に的を絞った形でモデルをよりシンプ
ルなものに改良することにより，気温上昇と
降水パターン変化の影響を明確に評価でき
るようにしたい．また，(1)の現地観測では，
これまでのデータにおいて不足している土
壌水分の鉛直分布および土壌微生物生息数
や土壌呼吸量と気温・地温との関係に主眼を
おいた計測・調査を継続する予定である．さ
らに，(4)では，(1)～(3)での成果に基づき，
間伐などの森林管理や木材利用方法に関す
る将来シナリオを提案し，これによる経済影
響評価を実施することにより，本研究の最終
目標を達成したい． 
 
５. 代表的な研究成果 
（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に
は下線） 
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